
１．公立学校の年度別廃校発生数

　　　過疎化、少子化、市町村合併等の社会情勢の変化により廃校が発生している。

※平成22年度については、東北３県（岩手県、宮城県及び福島県）を除く。

 出典：文部科学省

跡地を取り巻く現状について

公立学校の年度別廃校発生数
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２．公立学校の都道府県別廃校発生数
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6,304

※このグラフは、廃校数の多い順です。

※岩手県、宮城県及び福島県は平成22年5月1日現在の廃校数です。

 出典：文部科学省

公立学校の都道府県別廃校発生数（平成4年度～平成22年度）
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３．廃校の実態及び有効活用状況

（１）廃校の実態及び有効活用状況　（平成23年5月1日現在）

小学校 2,641
中学校 769
高等学校 712
特別支援学校 57

×100％ （％）

B/A 3,754 89.8

ａ/Ｂ 2,620 69.8

ｂ/Ｂ 1,134 30.2

有（ｃ） ｃ/Ｂ 243 6.5
無（ｄ） ｄ/Ｂ 891 23.7

Ｃ/Ａ 425 10.2

（２）廃校後現存する建物の主な活用用途

件数（Ｈ22）

725
社会教育施設 594
文化施設 131

707
社会体育施設 707

303
障害者福祉施設 64
保育所 32
児童福祉施設（保育所を除く） 31
放課後児童クラブ 31
放課後子ども教室 20
老人デイサービスセンター 31
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 22
その他老人福祉施設 58
医療施設 14

259
体験交流施設等 156
研修施設 78
宿泊施設（体験交流施設を除く宿泊施設） 25

258
庁舎等 194
備蓄倉庫 64

140
企業施設 91
創業支援施設 18
その他法人事務所等（企業・学校法人を除く） 31

27

24
（複数回答）

※東北３県（岩手県、宮城県及び福島県）については、平成22年5月1日現在の廃校数または件数を計上。

 出典：文部科学省

建物利用の予定

現存する建物無（Ｃ）

うち何らかの活用が図られているケース
（ａ）

廃校年度 平成14年度～平成22年度

うち現在活用が図られていないケース
（未利用）（ｂ）

現存する建物有（Ｂ）

廃校数（Ａ） 4,179

社会体育施設

福祉施設・医療施設等

活用用途

公民館・資料館等

例

公民館、生涯学習センター等
資料館、美術館等

スポーツセンター等

自立支援施設、作業所等

子ども家庭支援センター等

小規模多機能ホーム、世代間交流センター

自然体験施設、農業体験施設等
体験交流施設等

庁舎等

ベンチャー企業の拠点施設等

企業・創業支援施設・その他法人施設等
工場、事務所等

住宅

大学施設


